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^ 納付金関係業務等の実施に関する事項
障害者の雇用に関する事業主の社会連帯
責任の円滑な実現を図る観点から、障害者
の雇用に伴う事業主の経済的負担を調整す
るとともに、障害者の雇用の促進等を図る
ため設けられた「障害者雇用納付金制度」
に基づく、障害者雇用納付金の徴収並びに
障害者雇用調整金、報奨金、在宅就業障害
者特例調整金、在宅就業障害者特例報奨金
及び各種助成金の支給等の機構が実施する
納付金関係業務については、障害者の雇用
の促進に寄与するために、法律の目的に
のっとり、適正かつ効率的な運営を図るこ
と。
また、障害者の雇用に関する実践的手法
の開発、講習の事業、啓発の事業を効果的
に実施することにより、事業主の障害者雇
用の取組を支援し、障害者の雇用促進を図
ること。
なお、障害者雇用納付金申告対象事業主
等に対する調査や就労支援機器の貸出しな
どの業務については、サービスの質の維持
や不正受給の防止に努めつつ、業務を効率
的かつ効果的に実施すること。
{ 障害者雇用納付金の徴収並びに障害者
雇用調整金、報奨金、在宅就業障害者特
例調整金及び在宅就業障害者特例報奨金
の支給に関する業務の適切な実施
ア 障害者雇用納付金の徴収並びに障害
者雇用調整金、報奨金、在宅就業障害
者特例調整金及び在宅就業障害者特例
報奨金の支給については、機構におい
てより厳正な審査及び効率的な手続き
等を行うことはもとより、事業主に対
して障害者雇用納付金制度を十分に周
知徹底し、理解の促進を図るため、関
係機関との連携を図りつつ、事業主説
明会を幅広く実施すること。
また、平成27年４月から障害者雇用
納付金制度の適用対象企業が拡大
（200人超企業→100人超企業）するこ
とを踏まえ、地域の経済団体、業界団
体等に対する協力要請や新たに対象と
なる中小企業への個別訪問等による周
知・啓発を実施するなどにより、中小

企業等における制度の理解の促進に努
めること。また、障害者雇用納付金徴
収業務については、現行の収納率目標
（99％以上）の水準を目指すとともに、
それに向けた適正な制度運営を行うこ
と。
イ 障害者雇用納付金については、厳正
な審査、調査の実施により、常用雇用
労働者数が200人を超える事業主につ
いては99％以上の収納率を維持すると
ともに、平成27年４月から新たに適用
対象となる常用雇用労働者数が100人
を超え200人以下の事業主については、
中期目標期間終了時までに、同様の収
納率を目指すこと。

イ 実践的手法の開発・提供
障害者の雇用・就業分野の拡大、雇
用の促進及び継続を図るため、職域拡
大、キャリアアップ、職務再設計及び
職場環境の改善の雇用管理に関する実
践的手法を開発し、事業主が利用しや
すい報告書、マニュアル等の成果物を
提供すること。
中小企業における障害者雇用や精神
障害者雇用等事業主のニーズを踏まえ
た障害者雇用事例等の情報収集と事業
主等への効果的な提供を実施するこ
と。
ウ 就労支援機器の普及・啓発
障害者の雇用促進に役立つ就労支援
機器の貸出しを行い、それらの就労支
援機器の普及・啓発を図ること。
エ 啓発事業の実施
事業主や国民一般に対して障害者雇
用の機運を醸成するため雇用支援月間
を設け、また障害者の職業的自立を支
援するため、障害者雇用に関する様々
な啓発活動を展開すること。

~ 障害者の技能に関する競技大会の開催
に関する事項
産業、職業及び技術等の変化や障害者
の雇用・就業の動向等を踏まえた競技種
目の重点化及び先駆的又は雇用拡大が期
待される職種による技能デモンストレー
ション、障害者の職業能力及び雇用に関
わる展示の実施等一層効率的かつ効果的
な大会運営を行うことにより、障害者の
職業能力の向上を図るとともに、企業や
社会一般の人々が障害者に対する理解と
認識を深め、その雇用の促進を図ること。
このため、大会来場者にアンケート調
査を実施し、障害者の職業能力及び雇用

に対する理解が深まった旨の評価を90％
以上の来場者から得られるようにするこ
と。
また、国際大会への選手の派遣も考慮
して、国内大会の効果的な運営に努める
こと。

４ 職業能力開発業務に関する事項
\ 職業能力開発促進センター等及び職業能
力開発総合大学校の設置及び運営の実施等
に関する事項
{ 効果的な職業訓練の実施について
ア 職業能力開発の実施に当たっては、
労使や地域における関係者の職業訓練
に対するニーズを踏まえた、効果的・
効率的な職業訓練の実施が可能となる
よう、機構本部に設置した労使等の参
画による運営委員会や都道府県ごとに
設置した都道府県、都道府県労働局、
事業主や労働者の代表、教育機関等の
参画による地域の協議会を開催し、関
係機関等と十分に連携を図ること。
イ 企業等のニーズに応えた訓練コース
の設定から実施、評価、改善に至るＰ
ＤＣＡサイクルによる効果的な訓練を
実施する。また、就職率等の訓練成果
の客観的な評価・分析を踏まえた訓練
コースの見直しを行い、訓練の質や効
果的な訓練の実施を担保するととも
に、機構の実施する訓練の有効性を企
業や求職者等に広く周知すること。
ウ 地域ニーズも踏まえ、成長が見込ま
れる分野（環境・エネルギー分野等）
に関連したものづくり分野の訓練コー
スの開発に取り組むこと。

| 離職者を対象とする職業訓練の実施に
ついて
雇用のセーフティネットとしての役割
を果たすため、雇用失業情勢に応じて、
離職者に対し、適切かつ効果的な職業訓
練を実施し、再就職に結び付けるものと
すること。
ア 訓練開始時から積極的に就職支援を
行うこととし、訓練修了者の就職率を
各年度とも80％以上とするとともに、
就職者のうち常用労働者として就職し
た者の割合の向上に取り組むこと。

| 障害者雇用納付金制度に基づく助成金
の支給業務の適切な実施
ア 障害者雇用に関する事業主等への助
成金支給については、障害者雇用に係
る事業主支援・援助の実施を通じて障
害者の働く場の整備を図るため、適正
かつ効率的に行うことはもとより、助
成金制度、申請手続等を周知すること、
事業主等が利用しやすい手続とするこ
と、助成金を障害者雇用に効果的に活
用できるように事業主等に対して助
言・援助を行うこと、など事業主等に
対するサービスの向上を図ること。
イ 助成金については、職業安定機関と
の連携、適切な情報提供等により、適
正な支給業務の実施を図ること。
また、適正な審査、調査の実施によ
り、不正受給を防止するとともに、不
正受給が発生した場合は、的確に対応
すること。

} 障害者の雇用に関する各種講習、相
談・援助、実践的手法の開発、啓発等の
事業の効果的な実施
ア 各種講習、相談・援助等の実施
障害者を５人以上雇用する事業所に
選任が義務づけられている障害者の職
業生活全般にわたる相談・指導を行う
障害者職業生活相談員の資格認定講習
を実施すること。

障害者の能力と適性に応じた雇用の
促進と職場定着を図るため、障害者雇
用に関する専門的な知識と経験を有す
る者を活用して、特に困難な課題を抱
える事業主に対する障害者の職域拡大
や雇用管理等に関する相談・援助を効
果的に実施すること。

˜
—
 


		2013-03-31T14:44:15+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




